
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

2025 年,度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 エフ・オー・イー・ジャバン

1 事業の成果
(1)福島支援と脱原発

東電柏崎刈羽原発の再稼働問題に対し、5月 に現地視察を行い、避難計画の問題点に関する動画を公開し

た。集会や政府交渉も開催し、避難計画を了承しないよう求める 13,000筆超の署名を提出した。また他

団体と連携して再稼働反対を全国に呼びかけ、国や自治体、東電に対して、11月 には 40,000筆以上の署

名を、1月 以降には要請書を提出した。世界銀行やアジア開発銀行が打ち出した原発融資解禁方針につい

ては、両機関に対して撤回を求める書簡や質問書を発出した。世界 48カ国から6,0∞ 筆以上の反対署名

を集めて提出し、理事会延期などの一定の成果に繋げた。「福島ばかばかプロジェクト」では、猪苗代を

拠点に 9回の保養プログラムを継続して開催し、のべ 54家族 231名に日常から解放される学びと交流の

場を提供した。

(2)気候変動

11月 にプラジル・ベレンで開催された国連気候変動枠組条約第 30回締約国会議(COP30に スタッフ 4

名が参加し、議論を監視しながら、他団体と連携し、政策提言や講義アクションを通じて市民社会の声

を届ける働きかけを行った。千葉県を横断する「首都圏 CCS事業」に対しては、地元住民と協力しなが

ら情報発信や意見書の提出を実施。地元自治体議員や周辺自治体の住民との意見交換、パイプラインが

通る地域の現地視察を行い、事業の不透明さやリスクを周知した。

(3)開発金融と環境

【開発と人権】チリやアルゼンチンにおける鉱山開発の問題に関する活動を開始し、広く認知されるよ

う、現地での間き取り調査や報告会などの情報発信を行った。フィリピンのニッケル開発により確認さ

れた水質汚染に対し、36カ国 8,∞0人以上の国際署名を集め企業へ提出し、事業の停止を要請した。2008

年から実施してきたインドネシア・ジャワ島でのマングロープ保全および気候変動適応プロジェクトは、

住民主体の管理体制が整ったため、当団体による活動を終了した。 【脱化石燃料】11月 に国際協力銀行

の巨額な温室効果ガス排出量や日本の LNG転売実態に関する2つの報告書を発表した。また、米国のガ
ス開発現場のメタン排出を現地視察し、メディア報道へ繋げたほか、モザンピークで進められているLNG

事業に関して、現地団体を招聘し、金融機関等への要請や記者会見を行った。

(4)森林保全と生物多様性

2025年 4月施行の改正クリーンウッド法に合わせ、住宅メーカーやディスプレイ業界など企業の本材デ

ューディリジェンスや輸入材のリスク評価の支援を行った。企業や業界ごとに調達評価を全面改訂や評

価システムの提案を行い、環寛破壊リスクの高い製品の抽出や改善策の提示に努めた。北海道南十勝で

は、自然観察イベントの開催やインバウンド向けエコツアー資料作成に協力した。「宇津木の森再生プロ

ジェクト」では、延べ 500名以上が参加し、外来種駆除や竹林整備など年 41回の活動を展開した。

(5)バイオマス

8月 にインドネシア・ゴロンタロ州で、パイオマス燃料の拡大に伴う天然林伐採や生地元住民の生活への



影響等を現地調査した。輸入企業に対しては、取扱の停止を求める書簡提出や環境影響評価等の開示を

求める質問票を送り、対話を開始した。また、再生可能エネルギーの固定価格買取制度の認定を受けた

発電事業所に対してバイオマス燃料の持続可能性に関するアンケー ト調査を実施し、持続可能性が担保

されていない実態を浮き彫りにした。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【106,257】 千円)

足示に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数 器

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

翼
査・分析事

海外・国内の森林について
の動向調査 通年

イ ン ドネ

シア、

ロシア、日

本

2名

情報を得た

い国内外の

市民

多数 31,613

エネルギー政策、原発政策

に関する調査
通年 日本 5名

気候変動の途上国での影

響に関する調査
通年

イ ン ドネ

シア、他
2名

開発援助の環境影響に関

する調査
通年

イ ン ドネ

シア、

フ ィ リピ

ン他

6名

政策提言事業

地球温暖化・気候変動問題
に関する提言活動 通年 国内外 5名

気候変動に

より影響を

受ける市民

多数

8,643

途上国への開発支援によ

って引き起こされる社会

環境問題に関する提言活

動

通年 国内外 6名

開発により

生活を脅か

され る途上

国の住民

19,854

原発に依存しないエネル

ギー政策への転換を求め

る提言等

通年 国内外 5名 一般市民 12,757

フエアウンド利用促進の

ための行政・業界に対する

提言、間伐材利用促進の為

の提言等

通年 国内外 2名

森林資源の

恩恵を受け

る国内外の

市民

3,084

実践・援助事
業

里山保全のための実践活
動 月 1-2回

東 京都 人

王子市
l名 都市住民

多数 20,007

インドネシア温暖化適応 通年 イ ン ドネ 1名 現地住民



対策のための支援活動 シ ア

福島の子どもたちの一時

避難の支援活動
通年 福島県 1名 福島県民

糞及啓もう事
イベン ト,ニ ュースレタ

ー,ホームページ等を通じ

ての情報発信を実施

通年 国内外 3名

情報を得た

い国内外の

市民

多数 10,296

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)
載記
た
名

に
れ
業

訳
さ
事

足
事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千円)
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2025年度 活動計算書 (その他事業が」理▲場合)
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人エフ・オー・イー・ジャバン

，

一

2 そ

目

2,054,135
2,054,135

16,123,225
16,123,225

92,895,896
91,895,896
1,000,000

2,799,894
17,163,616

19,963,510

271,1169

573,008
4,437

848,614

受取会費

受取助成金

ワ
¨

＾
‘

4

受取寄附金
施設等受入評価益

自主事業収益
受話事業収益

受取利息
雑収入
為替差益

5 その

131.885.380
〕】|

49,555,267
2,825,971
7,405,482
209,290

59,996,010

46,206,411

業務委託費
広告宣伝費
荷造運賃手数料
資 材 費
国際 旅費
旅費交通費
通信運搬費
接待交際費
会 議 費
支払手数料
議 会 費
販売用商品
水道光熱費
賃 借 料
保 険 料
消耗品 費
修繕維持費
租税 公課
新聞図書費
印刷関連費
雑 費
減価償却費

2 の

1

給料手当
退職給付費用
法定福利費
福利厚生費

23,313,493
505,523
81,098
353,714
9,553,285
4,036,289
400,810
37,207
1,228,295
220,624
69,365
157,080
454,777
3,038,418
909,303
568,933
101,905
577,338
224,899
235,313
0

138,742

106.202,421

理

21,881,363(1)人件費
役員報酬
給料手当
退職給付費用
法定福利費
厚生費

0
18,430,503
929,596
2,436.014
85,250

ロ

言 1百■■■■■■■■口
『
:■降I:■■■■

■E

■IE」1臨]|[■日
";

業務委託費 1,143,813
5,173,021

肛  呑  計



広告宣伝費
荷造運賃手数料
資 材 費
国際 旅費
旅費交通費
通信運搬費
接待交際費
会 議 費
支払手数料
諸 会 費
水道光熱費
賃 借 料
保 険 料
消耗品 費
修繕維持費
租税 公課
新聞図書費
印刷関連費
雑費
支払寄付金
為替差損

0
386,895
712

296,259
363,589
290,393
0

192,035
475,136
299,127
31,845
463,892
109,124
152,437
101,107
149,872
15,770
543,504
100

106,884
0

27.054.384
133.256.805

月 経 常 増 減 額

D

C D
‖ 前 当 期 正 味 ル -1,371.425

法人税、住民税及び事業税 ・
前期繰越正味財産額  ・・・⑤

④ 121,645
55,415,007

漁 越 正 味 財 通 )+( 53.921.987

'用  計
匡I≡回  ==三 二

====三 =[二===三
二
==IEIIIIIE互

璽]
通 常 外 収 益

『

~界
¬ P用 計
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2025年度 貸借対照表
「
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特定非営利活動法人エフ・オー・イー・ジャパン

業 報 告 用

金 額 小計・ 合計

つ
¨

の

1

3 そ

現金預金
普通預金
当座預金
定期預金
未収入金

前払費用
立替金

仮払金

預け金

機械装置
什器備品

投資有価証券
長期前払費用

205,703
42,544,508
3,825,230
50,000,000
8,463,763
1,800,000
1,992
348,800
264

107.190.260

1

418,026

∞
００

”′

（υ

′̈

Ｒ
〉

Ｕ^

一〇

913.727

108,103,987【A】 資 産 合 計 ①+②

163,912
1,025,795
1,451,070
49,311,747
2,229,526

の

ワ
“

預り金
従業員預り金
仮受金
前受金
未払金

長期借入金
退職給付引当金

54.182.050

54,182,050
味 財 産 の 部

繰越正味財産額 55,415,007
-1.493.070正味財産増減額

53.921.937正 味 財 コ

【

E合 計

108,103,987【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

i羅 柘罰
「
1

1色僣合 計  ・・・ (3D

i「 1■'Fi[ヨ

薔 産合 計  ・・ 。①
雪

「
ユ′=i[‐ヨ

(2)無形固定資産

′書茜合計  ・・・ ②

屁百 目

ヨ侵信 合 計  ・・・ ④
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2025  年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人エフ・オー・イー・ジヤバン

重
1集亀1磯傷111成は、MЮ法人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 一部改正 NЮ法人会計基準協議会)に
よっています。

(1)固定資産の減価償却の方法
有形固定資産は、定率法で償却をしています。

(2)投資その他の資産の償却方法および計上価額
長期前払費用は契約期間で均等に償却し、投資有価証券の価格は取得価額で計上しています。

(3)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税込経理方式によつています。

2.事 業別損益の状況 (単位 :円 )

脱原発・
福島支盤 森林 パイオマス

事業部門計 管理部門 合計科 目
開発 気候変動

0

5,354,644

2,206,880

2,652,167

360.0()0

0

1,661,019

960,669

9,468,392

0

200,0(Ю

16,656.250

20,000

0

8,788,446

87.100,565

19,917,760

360,000

2,054,135

7.339,779

5,765,331

45,750

488,614

2,054,135

16,123,225

92,895,896

19,963,510

048,614

O

955,621

51,252,584

1,955,558

0

612,162

16,054,182

5,821,643

131.885.38010.573.691 12.090.080 16.876.250 116,191,771 15,693,609

3.390,340

148,7“

389,762

6.360

6,803,886

4(り,(21

1,071,“ 7

17.511

8,659,493

520,575

1,364,166

58,947

49,555,267

2,325,971

7,4()5,`B2

2(D."0

18,430,503

929,596

2,436,014

85,250

67,985,770

3,755,567

9,341,496

294,540

20,411,657

1,227,066

3.215,539

104,177

10,289,891

520.573

:,364,168

22,287

81.877.3733.935.21115 8.:Ю2.:“5 10.603.181 59,996.010 21.0181,3632.958.“9 12,196,919

1.803,0751

17.4901

1.215,9761

125.1571

69.1041

14,“ 21

9,430

26,213

245

0

20,269

295,206

99,713

70,062

5, 145

94,820

71,049

18,337

0

9,513

23,313,498

505.523

81,098

353,714

9,553,285

4,036,289

400,810

37.207

1,228,295

220,624

69,365

157,08(0

454,777

3,038,418

909,303

まB,933

101,905

577,338

224,8919

235,313

0

55,049

0

0

138,742

7121

296,2591

軸
期
０
０３５

３６３
一劉
　
　
・９２
475.1361

299.1271

31,8451

463,892

1019,124

152,437

101,107

149,872

15,770

543.504

100

66,596

106,884

0

50,527

|

8131

01

8951

1.143.

386,

瑯

”

咄

２

354.4261

9.849.5441

4.399.8781

691,2031

37.2071

1,420,330.

695,760

368,492

157,080

486.622

3.502,310

1,018,427

721,370

203,012

727,210

240,669

778,817

100

121,645

106.884

0

189,269

8.8351

127.2441

6.216.9931

1.194.3891

1“,5691

4.0741

285.9131

1“.5%|
53(,|

43.4221

632,5801

“

3,293

310.548

11,029

231,4104

24,567

98,026

|

9401

型 |

20,390

14,497

317

|

5.296.0101

72.8091

28.4291

2.099.3171

513.2421

107.4101

nl

64.3881

30.8481

25.3521

157.0801

28.9501

421,72(01

141,954

10Ю ,091

7.352

135,976

10(3,183

61,066

13.592

1,248.423

115,330

24,470

110,681

0

1.567,299

83,754

17,110

862,504

42,9(,1

15,9`"

O

347.662

1,478,052

10(6,912

35,032

74,703

47.410

23,10(D

10,832

59,873

4,757

41で

'IB,0450

1,874

115,789

21,000

636,202

45,973

1,161

6.0∞

16.()(Ю

27,329

0

14,474

210,860

157,441

53,200

3,676

67,728

0

47.(,(,2

0

6.797

0

0

78,869

6.226.774 1.979.546 46.261,460 5.239.617 51,501,07724,677,726 9,411,759
133_378_46010_161.900 10.201.811 10(3.257.470

9_034_301 -11.427.371 -1.493.0701.808.269 2.307.414

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当
退職給付費用
法定福利費
福利厚生費

人件費計
(2)その他経費
事業委託費
広告宣伝費
荷造運賃手数料
事業資材費
国際旅費
国内旅費
通信費
接待・交際費
会議費
支払手数料
議会費
販売用商品
水道光熱費
賃借料
支払保険料
消耗品
修繕費・維持費
租税公凛
新聞・図書費
印刷関連費
雑費
法人税等
寄付金
為替差損
減価償却費

その他経費計
経常費用計
当期経常増減額

金 額 算定方法内容

該当なし

3.施 設の提供等の物的サービスの受人の内訳

~可
葛雨IE互亘亜□

匡亜亜国
1 14.508_83ζ」 E五互亜亘∃E豆亘亜

=E五
亜亜圃

E三
=2菫
璽I三二重匝三画二[==亜IIIコ



当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考内容 期首残高

福島ぼかばかプロジェク ト

マングロープの霧 金

気候変動菫策に関する事業

開発岡目に関する事業

菫化石お将に関する事業

開発及び気候変動に関す る事

業

バイオマス政策に関する事業

48,

3,100,095

549,621

8,268,482
31,775,396
6.246,116

19,609,587

21,956,250

3,100,095

5,297,928

8,268,482
31,775,396
6,246,116

19,609,587

21,956,250

4.748.307 91.505.547合計

4 使途等が制約 された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は53,921,937円 ですが、使途が特定された財産は0円です。
したがって使途が制約されていない正味財産は53,921,937円 です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の技分方法

従業員の作業時間 (工数配分)の比率に応じて按分しています。

その他の事業に係る資産の状況

特になし

8

期首取得価額 取得 減 少 減価償却果計額 期末帳簿価額科
日

［

有形固定資産
機械装置
什器備品
無形固定資産
なし

投資その他の資産
投資有価証券
長期前払費用

1,155,0(HD

l,081,570

407,700
2“.00()

1,155,000

1,081.570

407,700
264.000 -176,000

-1,154,999
-663,544

407,700
88,000

1

418,026

2.908.270 -1.994.543 913.7272,908,270合計

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高科 目

該当なし

合計

科 目

計算書類に

計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者

及び支配法
人との取引

24,457,306 1,740,630

1_740_63024.457.306

(活動計算書)
業務委託費

活動計算書計

(貸借対照表)
該当なし

貸借対照表計

| %:1'53,百5]



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2025年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人エフ・オー・イー・ジヤバン

● 籠 小   計 合   計

「

¬師

ゆうちょ銀行

現金預金
手元現金
普通預金

当座預金

定期預金

未収金

前払費用
立替金
仮払金
預け金

三菱UFJ銀行
みずほ銀行
三井住友銀行
ゆうちょ銀行
SMBC信 託銀行
城南信用金庫

城南信用金庫
ゆうちょ銀行

205,703

30,422,324
8,856
3,559

1

39,948

12,069,820

3,825,230

37,0く)0,000

13,000,000

8,463,763
1,800,000
1,992
348,800
264

:07.190.200
2

3 の

1

(2)

機械装置
粉砕機
什器備品

投資有価証券
長期前払費用

1

418,026

407,700
88,000

【

`

913.727

【A】 資 産 合 計 ①+② 100,103.987

な し

2

1

-1

預り金
従業員預り金
仮受金
前受金
未払金

163,912

1,025,795

1,451,070

49,311,747
2,229,526

54,182,050

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 54,182.050

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 53,921.037

一Ｅ

1責産合計  ・・・ ①



書式第 18号 (法第 28条関係) 事 業 報 告 用

2025年 度年間役員名簿 ("口●年
=に
おいて■■であつたこと″ある全■●氏名及び住所スは居所並びに

これら0■について0■●■年
=に
おける|ロロ0有缶をE●した名●)

特定非営利活動法人 エフ・オー・イー・ジャバン

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

′

′
(口 r

2 役員一覧

(フ リガナ)
役 名

氏  名
前事業年度内

の就任期間

籠I口lを受けた期間

(餞当者のみに日入)

Nレテンランタ
°
ルアラン

理事
Helten Randal Alan

令和7年4月 1日

令和8年3月 31日

フクタ
°
 ケンブ

，

こ 理事
福田 健治

令和7年4月 1日

令和8年3月 31日

コイテ
・
  アイナ

●
５ 理事

小出 愛菜

令和7年4月 1日

令和8年3月 31日

アスカ  シ
・
ュセン

■
４ 理事

明日香 壽川

令和7年4月 1日

令和8年3月 31日

イトウ  マキ
Ｆ

Ｊ 理事
伊藤 牧

令和7年4月 1日

令和8年 3月 31日

ササキ  カツノリ
ｒ
Ｏ 理事

佐々木 勝教

令和7年4月 1日

令和8年3月 31日

シノハラ ユリコ
７

， 理事
篠原 ゆり子

令和7年4月 1日

令和8年3月 31日

スス
・
キ  カオリ

０
● 理事

鈴木 香織

令和7年4月 1日

令和8年 3月 31日

セキモト  ユキ
０

一 理事
関本 幸

令和7年6月 9日

令和8年3月 31日

ツツ
・
ク  ケン

10 理事
都筑 建

令和7年4月 1日

令和8年3月 31日

一■
■



役 名
(フ リガナ) 前事業年度内

の就任期間

颯|口lを受けた期日

(蜃当者のみに日入)
氏  名

11 理事
ミシゞ  シ・ュンイチ 令和7年4月 1日

令和8年3月 31日三柴 淳―

12 理事
ミツタ  カンナ 令和7年4月 1日

令和8年3月 31日満田 夏花

13 理事
ヤマネ  マサノフ

・
令和7年4月 1日

令和8年3月 31日山根 正伸

■
４ 理事

ホリノ  アキコ 令和7年4月 1日

令和8年 3月 31日堀野 明子

Ｅ
Ｄ
ｌ
■ 監事

ツチカワ  トシキ 令和7年 6月 9日

令和8年3月 31日土川 俊樹

16 監事
ハラタ
°
  キミオ 令和7年 4月 1日

令和8年3月 31日原田 公夫

17

18

19

20

21

22

23

24

25

(2頁 )



書式第4号 (法第 10条 。第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法 エ フ・ ~・
1′ バ ン

氏   名

1 勝田 淳

2 石村 忠昭

3 鈴木 美代

4 宮崎 正浩

5 内田 道雄

6 鈴木 康平

7 鈴木 国夫

8 木口 由香

9 富田 永子

10 久松 信介

11 門屋 輝慶

12 高橋 祥子




